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Ⅰ．総則 
 

１ 事業者選定基準の位置付け 

この「東郷町新設小学校施設整備事業 事業者選定基準」（以下、「事業者選定基準」

という。）は、町が、本事業をＰＦＩ法に基づき実施する事業者の募集及び選定にあたり、

応募しようとする者に交付する募集要項と一体のものである。 

事業者選定基準は、公募型プロポーザル方式により事業者を選定するための基準として

示すものである。 

 

２ 審査の基本的な考え方  

本事業を実施する事業者には、本事業の設計段階、建設段階、維持管理及び運営段階の

各業務を通じて、効率的、安定的かつ継続的なサービスの提供を求めるものであり、応募

者の幅広い事業能力を総合的に評価することが必要である。したがって、事業者の選定に

あたっては、応募者が募集要項に規定する事業参画に足る資格を有しており、かつ、応募

者の提案内容が、施設整備、維持管理及び運営業務に関して、募集要項及び業務要求水準

書に規定する要件（以下、「要求水準」という。）を満足することを前提として、提案価

格のほか、施設計画及び維持管理・運営計画の提案内容、資金計画及びリスク分担を含む

事業計画の妥当性及び確実性を総合的に評価する。 

 

３ 審査体制  

事業者の選定については、学識経験者等の外部委員及び町の職員から構成する東郷町新

設小学校施設整備事業提案審査委員会（以下、「審査委員会」という。）を設置して行う。 

審査委員は、次のとおりである。 

委 員 長：奥野 信宏 （中京大学教授） 

副委員長：片木  篤 （名古屋大学大学院教授） 

委  員：神藤 浩明 （日本政策投資銀行東海支店企画調査課長） 

委  員：山内 慎二 （東郷町町長公室次長企画情報課長） 

委  員：安原 久美男（東郷町教育委員会指導主事） 

 

４ 審査方法  

審査の方法は、事業者選定基準の基準に基づいて提案書の審査を行い、その審査結果を

踏まえ、町が優先交渉権者を決定する。審査は、二段階に分けて実施するものとし、応募

者の資格、実績等といった事業遂行能力を評価する「第一次審査」と、第一次審査を通過

した応募者の提案内容等を審査する「第二次審査」として実施する。 

なお、第一次審査における審査は、第二次審査のための提案を提出できる有資格者を選

定するためのものであり、第二次審査には第一次審査の結果は影響しない。 

 

５ 審査結果の公表 

第一次審査の結果は、各応募者に個別に通知する。第二次審査の結果については各応募
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者に個別に通知するほか、結果の概要、審査講評を町のホームページに公表する。 

 

６ 審査の流れ 

 審査の流れは、つぎのとおりである。 

 

募集要項等の配布

第一次審査書類の受付
参加表明書、参加資格審査申請書類

第一次審査

資格審査

第一次審査通過者の選定及び
第一次審査結果の通知

第二次審査書類の受付

第二次審査

提案価格の確認

基礎審査

提案書のプレゼンテーション

内容審査

優秀提案(優先交渉権者)の選定

優先交渉権者の決定

事業者の選定

失格

失格

失格

応募資格を満たしていない場合

町の予定価格を超える場合

要求水準を満たしていない場合
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Ⅱ．第一次審査 
 
１ 第一次審査の概要 

第一次審査では、応募者が、本事業の遂行に必要な資格要件、及び本事業の遂行に必要

な能力があると認められるに値する実績を有しているかどうかを確認する。 

 

２ 第一次審査の内容 

（１）資格審査 

町は、応募者が提出した第一次審査書類をもとに、募集要項に示す応募者の参加資格

要件の具備を確認し、参加資格が確認できない場合は失格とすることがある。 

参加資格要件の確認内容及び確認方法は、表１に示すとおりとする。 
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Ⅲ．第二次審査 
 

１ 第二次審査の概要 

第二次審査では、町の財政負担の総額、基礎審査、応募内容の的確性等を総合的に評価

し、優秀提案を選定する。なお、第二次審査においては、第一次審査結果については考慮

しない。 

 

２ 第二次審査の内容 

（１）提案価格の確認 

町は、本事業を実施するにあたり町が設定する予定価格に対し、応募者の提案価格

がその予定価格を超えていないことを様式１－２「価格提案書」により確認する。提

案価格がその予定価格を超えている場合には失格とする。 

 

（２）基礎審査 

審査委員会は、応募者から提出された応募書類の各様式に記載された内容が、要求

水準を全て満たしているか否かを審査する。要求水準を全て満たしていることが認め

られた応募者は適格とし、要求水準を一つでも満たしていない場合は失格とすること

がある。 

 

（３）内容審査 

審査委員会は、基礎審査において要求水準を全て満たしていることが認められた応

募者の審査書類について内容審査を行う。 

内容審査は、要求水準を満たすための方法のみを確認するものではなく、応募者に

よる要求水準以上の優れた提案内容に対して、その提案内容が斬新で柔軟な発想によ

るものか、サービスの向上効果がより期待されるものか、実現性のあるものか等を専

門的見地から審査し、提案の質的評価を得点化するために行う。 

内容審査の審査項目、評価の視点、及び配点は表２－１から表２－４に示すとおり

とする。 

内容審査では、下表に示す４段階により評価し、採点基準に基づき得点を算定する。 

 

表 内容審査の採点方法 

評価 評価内容 採点基準 

Ａ 特に優れている 配点×１．０

Ｂ 優れている 配点×０．７

Ｃ やや優れている 配点×０．３

Ｄ 要求水準は満たしているが、特に優れた提案はない 配点×０．０
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３ 提案内容の位置付け 

本事業では、応募時点で設計が完了していないため、提案内容をそのまま実施すること

を求めるものではなく、事業契約締結後、設計、建設、維持管理及び運営の各業務の具体

的内容が決定されることとなる。なお、本業務の実施にあたっては、要求水準を満足する

ことを前提とした上で、以下の点に留意が必要である。 

 

（１）審査項目に基づく審査 

審査項目に基づく審査については、具体的に要求水準以上の提案が行われている内

容に対して得点が付与される加点評価を行う。このため、当該項目について加点評価

がなされた場合は、要求水準を満足することを前提とした上で、当該提案に基づき事

業契約締結時において要求水準が定められることになる。 

 

（２）審査委員会の意見 

審査の基本的な考え方を踏まえ、審査委員会において提案内容に対して意見が出さ

れる場合がある。その場合、事業契約締結の段階で、提案内容を改善することが必要

不可欠であるということが町及び事業者との間で合意された場合には、要求水準の一

部として加味するものとする。 

 

４ 提案評価に関する基本的な考え方 

（１）要求水準の達成確認 

審査委員会は、提案内容が要求水準を満たしているかどうかを、各様式による審査書

類及び図面、記載事項に基づき確認を行う。 

提案内容は、要求水準に対して、どのように対応するかについて具体的な記載が求め

られる。 

審査委員会は、記載内容が要求水準を満足する妥当な方法・内容であると確認できる

場合に、これを満たすものとして判断する。 

なお、審査にあたっては原則として文章による記載内容を中心に確認を行うが、提示

を求める図面又はイメージ図等は、記載内容の妥当性、現実性や各記載事項の間におけ

る整合性等の確認について用いるものとする。 

 

（２）審査項目に基づく評価 

審査項目に基づく評価は、具体的に要求水準以上の優れた提案がなされている内容に

対して、次に示す基本的な考え方や審査項目等に基づいて審査を行う。 

① 事業計画 

・「事業の実施体制」及び「事業者の経営体制、運営方針」など本業務を適切に実施で

きる確実性を備えていることが求められる。 

・「出資者の構成、出資条件等」など本業務を適切に実施できる信用を備えていること

が求められる。 

・「収支計画」、「資金調達、債務償還計画」及び「財務、資金管理方針」など本業務
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を適切に実施できる資金を備えていることが求められる。 

・「リスク分担」及び「財政面でのモニタリング」などを含め本業務を適切に実施でき

る知識を備えていることが求められる。 

 

② 施設整備 

・本事業により整備される本施設のあり方及び整備における基本理念を十分に理解し、

要求水準に示した施設整備の基本方針を十分に確保していることが求められる。 

・要求水準に示した「社会性」、「環境保全性」、「安全性」、「機能性」及び「経済

性」の各性能別要求水準について十分に確保していることが求められる。 

・要求水準に示した「建築」、「構造」、「電気設備」、「機械設備」及び「施工計画」

等の施設別要求水準について十分に確保していることが求められる。 

・「施設整備に関するモニタリング」について本業務を適切に実施できる確実性を備え

ていることが求められる。 

 

③ 維持管理 

・維持管理にあたって、「業務計画の基本的な考え方」、「コスト縮減への対応」及び

「維持管理業務のモニタリング」について本業務を適切に実施できる確実性を備えて

いることが求められる。 

・「維持管理業務内容」及び「修繕計画の立案」に対して適切な対応が求められる。 

 

④ 運営 

・プール一般開放運営業務にあたって、「業務計画の基本的な考え方」、「運営業務の

モニタリング」及び「運営業務」について本業務を適切に実施できる確実性を備えて

いることが求められる。 

・児童館運営業務にあたって、「業務計画の基本的な考え方」、「運営業務のモニタリ

ング」及び「運営業務」について本業務を適切に実施できる確実性を備えていること

が求められる。 

・児童館運営業務にあたって、「独自事業」を行う場合には、適切な対応が求められる。 

 

５ 総合評価 

（１）総合評価の手順 

審査委員会は、提案内容及び価格に関する審査をそれぞれ行い、それらを総合評価

することにより、総合評価値を算出し、総合評価値の最も高い提案を優秀提案に、次

点の提案を次点提案として選定するものとする。 

総合評価値の算出に当たっては、前掲した提案書等に記載された内容に対する評価

の得点（基礎点１００点と加点３００点満点の合計４００点満点）と、提案価格を以

下の計算式で得点化した評価値（満点４００点）との加算を行い、合計値である総合

評価値（総合点：満点８００点）に基づいて応募者の順位付けを行うものとする。 
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（２）総合評価の計算式 

総合評価値 ＝（提案内容評価の得点）＋（提案価格の得点化） 

（満点８００点）  （満点４００点）   （満点４００点） 

※ （提案内容評価の得点）とは、要求水準レベル達成による基礎点（１００点）

と加点項目の得点（３００点満点）の合計とする。 

※ （提案価格の得点化）に関する方法は、次のとおりとする。 

・提案価格は得点化によって評価値としての算出を行う。 

・提案価格を現在価値化した金額により算定し、最も低い価格を提示した提案

参加者の評価値を４００点満点とする。 

・その他の入札価格は、以下の算定式に示すように、最低価格からの割合に基

づき、評価値を算出する。 

 

 評価値 ＝（最低提案価格）／（提示提案価格）× ４００点  

 

６ 優先交渉権者の決定及び公表 

町は、審査委員会の審査結果の報告を受けて、町が優先交渉権者を決定し、公表する。

また、町は併せて、事業者選定基準に基づく審査結果を公表する。 
なお、優先交渉権者との間で基本協定又は事業契約に関する協議が整わない場合には、

町は、次点交渉権者との間で基本協定及び事業契約に関する協議を行う。 

 

 



確認内容 確認方法

共通 応募企業及び応募グループの構成員並びにそれら
の協力会社は、他の応募者に関する応募グループ
の構成員又はその協力会社となることはできな
い。

応募者から提出された様式Ｂ－２「応募企業又は
応募グループの構成員、協力企業及び役割分担
表」により確認する。

応募企業及び応募グループの構成員並びにそれら
の協力会社のいずれも、本事業の全部又は一部を
適切に実施できる技術、能力、実績等を備えた企
業でなければならない。また、応募企業及び応募
グループの構成員並びにそれらの協力会社の全体
で本事業の全部を適切に実施できる技術、能力、
実績等を備えていなければならない。

応募者から提出された様式Ｂ－６～１２「応募資
格要件確認書」により、確認する。

応募グループで申し込む場合には、第一次審査書
類の提出時に代表企業名を明記し、必ず代表企業
が応募手続きを行うこと。

応募者から提出された様式Ｂ－２「応募企業又は
応募グループの構成員、協力企業及び役割分担
表」及び様式Ｂ－３「委任状」により確認する。

各企業共通 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第
１６７条の４第１項及び第２項各号に規定された
者でないこと。

応募者各社から提出された様式Ｂ－４「参加資格
審査申請書」、様式Ｂ－５「参加資格審査の資料
提出確認書」及び添付書類により確認する。

会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は旧
会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）に基づ
き更生手続開始の申立をなし又は申立がなされて
いる者でないこと。民事再生法（平成１１年法律
第２２５号）に基づき再生手続開始の申立をなし
又は申立がなされている者でないこと。商法（明
治３２年法律第４８号）第３８１条に基づき会社
の整理の開始の申立がなされ又は会社の整理の開
始が命ぜられている者でないこと。破産法（大正
１１年法律第７１号）第１３２条又は第１３３条
に基づき破産の申立をなし又は申立がなされてい
る者でないこと。

応募者各社から提出された様式Ｂ－４「参加資格
審査申請書」により確認する。

第一次審査書類受付締切日から優先交渉権者決定
日までのいずれかの日において、町から指名停止
等の措置を受けていないこと。

町の資料により確認する。

最近１年間の法人税、事業税、消費税又は地方税
を滞納していないこと。

応募者から提出された様式Ｂ－４「参加資格審査
申請書」及び下記添付書類により確認する。
添付書類
・法人税納税証明書
・消費税納税証明書

町が本事業についてアドバイザリー業務を委託し
ている者及びかかる者と当該アドバイザリー業務
において提携関係にある者、又はこれらの者と資
本面若しくは人事面において関連がある者でない
こと。

審査委員会の委員が属する組織、企業又はその組
織、企業と資本面において関連がある者若しくは
人事面において関連がある者でないこと。

応募者から提出された様式Ｂ－２「応募企業又は
応募グループの構成員、協力企業及び役割分担
表」により確認する。

表１　資格審査の確認内容及び確認方法
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確認内容 確認方法

設計企業 町の入札参加資格者名簿に登録されていること。
名簿に登録のない者は、町財政課に所定の様式に
より、町の指定する期間内に資格審査の申請を行
うこと。

入札参加資格者名簿により確認する。

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条
の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行って
いること。

応募者から提出された様式Ｂ－６「応募資格要件
確認書（設計企業）」及び下記添付書類により確
認する。
添付書類
・一級建築士事務所登録を証明する書類

本施設と同規模以上の校舎等学校施設の計画及び
設計の実績を有すること。

応募者から提出された様式Ｂ－６「応募資格要件
確認書（設計企業）」及び下記添付書類により確
認する。
添付書類
・確認書に記載した業務実績を証明する契約書の
鑑等の写し

工事監理企業 建設企業と同一でないこと。 応募者から提出された様式Ｂ－７「応募資格要件
確認書（工事監理企業）」及び様式Ｂ－８「応募
資格要件確認書（建設企業）」により確認する。

町の入札参加資格者名簿に登録されていること。
名簿に登録のない者は、町財政課に所定の様式に
より、町の指定する期間内に資格審査の申請を行
うこと。

入札参加資格者名簿により確認する。

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条
の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行って
いること。

応募者から提出された様式Ｂ－７「応募資格要件
確認書（工事監理企業）」及び下記添付書類によ
り確認する。
添付書類
・一級建築士事務所登録を証明する書類

本施設と同規模以上の校舎等学校施設の工事監理
の実績を有すること。

応募者から提出された様式Ｂ－７「応募資格要件
確認書（工事監理企業）」及び下記添付書類によ
り確認する。
添付書類
・確認書に記載した業務実績を証明する契約書の
鑑等の写し

建設企業 町の入札参加資格者名簿に登録されていること。
名簿に登録のない者は、町財政課に所定の様式に
より、町の指定する期間内に資格審査の申請を行
うこと。

入札参加資格者名簿により確認する。

建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第
１項の規定に基づき、建築一式工事につき特定建
設業の許可を受けていること。

第一次審査書類の提出期限日において有効な、土
木一式工事及び建築一式工事に関わる建設業法第
２７条の２３第１項に定める経営事項審査を受
け、経営事項審査結果通知書における総合評点が
１３００点以上の者であること。なお、建設業務
を複数企業で行う場合には、当該業務を代表する
者が当該要件を満たすこと。

校舎等学校施設の建設の実績を有すること。 応募者から提出された様式Ｂ－８「応募資格要件
確認書（建設企業）」及び下記添付書類により確
認する。
添付書類
・確認書に記載した業務実績を証明する契約書の
鑑等の写し

応募者から提出された様式Ｂ－８「応募資格要件
確認書（建設企業）」及び下記添付書類により確
認する。
添付書類
・特定建設業許可を証明する書類
・経営事項審査結果通知書

9



表２－１　事業計画に関する基礎審査及び内容審査

基礎審査の確認事項 内容審査による加点項目の評価

事業計画

事業
体制

・本事業の実施に適した事業実施体制と
なっている。

事 1

・本事業にあたっての基本的な考え方に
ついて、本事業の基本理念を踏まえた提
案が具体的になされているか。

5

事 2

・事業実施にあたって、整合性、バラン
ス及びまとまりのとれた事業実施体制、
多様な事態を想定した事業実施体制、及
び町と円滑で的確な意思疎通が図られる
事業実施体制が具体的に検討されている
か。

8

・経営体制及び会社運営方針の説明がな
されている。

・経営体制において各構成員等の対応が
明確となっているか。

・本事業実施にあたって必要最低限の経
営体制が確保されている。

・本事業内容に応じた経営体制となって
いるか。

・出資額及び出資者の明記がされている
こと。

・代表企業及び各構成員が出資している
こと。

・代表企業は事業者の発行する株式を最
も多く出資していること。

・代表企業及び各構成員は提案した出資
構成、出資条件に対して、妥当な財務基
盤を有していること。

・リスク分担の記載がされていること。

事 5

・事業者及び構成員、協力会社間でのリ
スク分担に対する考え方が明確であり、
考え方に対応した分担内容となっている
か。

5

事 6
・本施設供用開始までの第三者賠償に関
するリスクへの対応が明確であるか。 1

事 7

・維持管理、運営業務期間中の第三者賠
償に関するリスクへの対応が明確である
か。

2

事 8
・不可抗力のうち民間が負担すべきリス
クへの対応が明確であるか。 2

事 9

・その他、破綻時及び本事業に特有と思
われるリスクについて適切に検討がなさ
れ、また当該リスクへの対応が明確であ
るか。

5

出資者の構成、
出資条件等

事 3

事 4 4

・本事業内容及び会社の運営方針に応じ
た出資構成となっているか。

・各出資者は提案した出資構成・出資条
件に対して優れた財務基盤を有している
と認められるか。

評価分類 配点ＮＯ

事業実施体制

事業者の経営体
制、運営方針

2

リスク分担

34
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基礎審査の確認事項 内容審査による加点項目の評価評価分類 配点ＮＯ

財務
計画

・最低限必要とする収益・費用が計上さ
れている。各様式間の整合が取れ、正確
な計算がされている。 事 10

・安定性の確保のため適切な収支計画
（妥当なコスト水準、妥当なPIRRの確
保、資金調達に適切なキャッシュフロー
水準等）となっているか。

8

・資金不足等などの問題が生じない収支
計画となっている。

事 11

・資金不足等の収支計画上の問題に対し
て、適切な対応策が講じられ、堅牢性の
高い収支計画となっているか。

4

・資金調達計画が適切に記載されてい
る。

事 12

・資金調達ならびに金融機関選択におけ
る考え方が明確に示され、また事業内容
に適した資金調達の構成となっている
か。

4

・事業期間中に必要な資金が調達される
計画となっている。

事 13

・事業の内容や支払い条件に対応した、
明確な資金調達条件、債務償還の条件が
具体的に示されているか。

4

・債務償還計画が適切に記載されてい
る。

事 14

・DSCR等を適切に考慮した金融機関等の
関心度、条件提示等から資金の調達の確
実性が見込まれるか。

4

・資金管理の方法が記載されている。
事 15

・事業の安定的継続が見込まれるか。
4

・合理的なEIRRの設定により、出資に対
する最低限の収益が予定されている。 事 16

・多様な事態を予測した財務、資金管理
方策が具体的に手当てされているか。 4

・財政面でのモニタリング手法について
の考え方が記載されている。

事 17

・財政面での自ら行う自己監視を徹底す
る体制、手法が具体的に提案されてお
り、事業の継続に向けてより適切で効果
的なモニタリング手法となっているか。

4

加点項目配点合計（事業計画）

資金調達、債務
償還計画

70

収支計画

財務、資金管理
方針

財政面でのモニ
タリング

36
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表２－２　施設整備に関する基礎審査及び内容審査

基礎審査の確認事項の概要
（詳細は「業務要求水準書」参照のこと。）

内容審査による
加点項目の評価

施設整備

・優れた教育施設・児童福祉施設に相応
しい室内外空間が提案されている。
・文化・スポーツ振興のための地域開放
に配慮した提案となっている。
・環境に調和した施設デザインの提案と
なっている。
・児童の安全性の確保に配慮した提案と
なっている。

施 1

・身体障害者等の利用への配慮した提案
となっている。
・環境負荷の低減に配慮した提案となっ
ている。
・ライフサイクルコストの低減に配慮し
た提案となっている。

5
・地域の住民から親しまれるような、地
域特性、周辺環境との調和に配慮した提
案となっている。

・豊かな自然に調和する、建物配置及び
高さの計画とすると共に、自然環境を十
分に享受できる提案となっている。

・教育施設及び児童福祉施設として、シ
ンボル性と地域に配慮した施設デザイン
の提案がされている。

・敷地外周部の擁壁や植栽等の計画につ
いては、近隣や歩行者に配慮した提案と
なっている。

10
環境負荷低減に関する性能

・建築副産物の発生抑制対策、リサイク
ル、オゾン層破壊物質、温室効果ガスの
使用抑制、廃棄物の削減等を考慮した計
画が提案されている。また、オゾン層破
壊係数及び、地球温暖化係数の高い物質
については使用しない計画が提案されて
いる。

施 3

・環境負荷低減を考慮した、具体的な提
案がなされているか。

3

省エネルギー・省資源

・ＰＡＬ値は２９０以下となっている。

・小学校校舎については、省エネルギー
法に定めるＣＥＣ値を達成する計画が提
案されている。
CEC/AC：1.4　CEC/V：0.7　CEC/Ｌ：0.9

・自然採光、自然通風等を積極的に活用
すると共に、デザインの工夫を行った計
画が提案されている。

・節水器具、雨水利用設備等が提案され
ている。

周辺環境保全性に関する性能

・保存・移植・新設の樹木を含め、東郷
町ふるさと農園ひょうごの里新設時に設
置されていた樹木の本数以上の緑化が計
画されている。
・自然観察ができる５００㎡以上の森を
計画されている。
・学校農園のスペースが計画されてい
る。

施 5

・施設利用者が季節の変化を感じられる
潤いのある空間としてのランドスケープ
全体のデザインについて、具体的な提案
がなされているか。

10

23

適正使用・
適正処理

・省エネルギー、省資源に関する、具体
的な提案がされているか。
・特に雨水流出抑制（流出係数の低減化
等）について具体的に提案されている
か。

評価分類

緑化

建物の熱負荷
の抑制
設備システム
の効率化

自然ｴﾈﾙｷﾞｰの
直接利用

水資源の有効
利用

環境保
全性に
関する
性能

社会性
に関す
る性能

配点

10

ＮＯ

施

施 4

2

基本
方針

10

・本事業の基本理念に基づき、小学校施
設及び児童館施設にふさわしい施設デザ
インとするために、それぞれの施設の個
性と全体としてのバランスよい提案と
なっているか。

・地域性及び景観性への配慮について、
具体的な提案がなされているか。

地域性への配慮

景観性への配慮

5

基本理念の
具体化
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基礎審査の確認事項の概要
（詳細は「業務要求水準書」参照のこと。）

内容審査による
加点項目の評価

評価分類 配点ＮＯ

防災性に関する性能

・官庁施設の基本的性能基準に基づく要
求性能を満たす提案がされている。

施 6

・信頼性の高い優れた防災計画につい
て、具体的な提案がされているか。

3

機能維持性に関する性能

・要求水準を満たす機能維持性について
提案されている。

施 7

・信頼性の高い優れた維持管理機能につ
いて、具体的な提案がされているか。

3

防犯に関する性能

・本施設を利用する人を保護するために
管理運営方法と整合した防犯設備の設置
を行う計画が提案されている。
・開校時においては、職員室において小
学校正門出入口及び小学校敷地出入口か
らの入構者を確認できる措置を講ずる計
画が提案されている。

施 8

・施設利用者保護にあたり信頼性の高い
優れた防犯対策の計画について、具体的
な提案がされているか。

10

16
利便性に関する性能

・安全性に配慮し、歩行者動線が確保さ
れた計画が提案されている。

・小学校校舎を全体施設の中心とし、屋
内運動場及びプール間の移動が容易に行
われる機能的な動線計画が提案されてい
る。
・小学校施設は、プール施設を除く各棟
を渡り廊下等で接続するなど、各棟への
動線が雨天、降雪時等においても、天候
の影響を受けないスムーズな移動が可能
となるように計画されている。

・歩行者の動線と明確に分け、給食配送
車両動線を確保した計画が提案されてい
る。
・敷地出入口から容易に駐車できる場所
かつ小学校校舎玄関の近傍に身障者用駐
車スペースを設置した計画が提案されて
いる。

・サインは各諸室の配置及び機能又は名
称を表示し、統一性があり建築空間と調
和し、視認性に優れた形状、寸法、設置
位置、表示内容とした計画が提案されて
いる。

バリアフリーに関する性能

・要求性能を満たす、バリアフリーに配
慮された計画が提案されている。 施 10

・優れたバリアフリーの考え方について
具体的に提案されてるか。 3

室内環境に関する性能

・室内のホルムアルデヒド及び揮発性有
機化合物等の濃度は、引渡時において要
求水準で定める基準値以下とする計画が
提案されている。

施 11

・空気環境に考え方について具体的に提
案されているか。
・木質仕上げ等の自然素材を積極的に活
用した、具体的な提案がされているか。

5

情報化対応性に関する性能

・要求性能を満たす、情報化対応性を確
保した計画が提案されている。 施 12

・情報化対応性について具体的な提案が
されているか。 3

16

59

情報化対応性

耐震、対火
災、対風、常
時荷重

共通

空気環境

自動車動線

サイン

防犯性

安全性
に関す
る性能

・利便性に考慮し、歩行者動線と自動車
動線の分離及び、機能的かつわかり易い
優れた動線計画について具体的に提案さ
れているか。
・施設利用者の移動距離を短くし、かつ
動線の錯綜を避けるため合理的な動線計
画が提案されているか。
・サイン計画について具体的に提案され
ているか。

機能性
に関す
る性能

施

バリアフリー

アプローチ
計画

歩行者動線

13



基礎審査の確認事項の概要
（詳細は「業務要求水準書」参照のこと。）

内容審査による
加点項目の評価

評価分類 配点ＮＯ

耐用性に関する性能

・事業期間内において要求水準に示す状
態を保持すると共に、ライフサイクルコ
ストを低減するために、長寿命かつ信頼
性の高い設備、機材を使用する計画が提
案されている。
・屋内、屋外を含め、球技や運動を行う
スペースに設置する器具類はガード付き
にする等、破損防止・安全対策について
計画されている。

・学校カリキュラム及び部分的な室用途
の変更に柔軟に対応できる計画が提案さ
れている。
・設備機器及び備品等の更新時に、容易
に行える搬入・搬出ルート計画及び建物
外部のルート確保に留意した計画が提案
されている。

保全性に関する性能

・材料、機器、器具等は、速やかな修
理、修繕が可能なものの計画が提案され
ている。また床は清掃しやすく、滑りに
くい材料を用いる提案とされている。
・各設備システムの保守管理の内容、頻
度に応じて設備機器等の適切な配置を行
うとともに、容易に保全ができる計画が
提案されている。

施 14

・清掃、点検保守等の作業が効率的かつ
容易にできる、優れた具体的な提案がさ
れているか。

10

・建築設備については、建物特性を十分
考慮し、イニシャル及びランニングを含
むライフサイクルコストが低減される設
備システムを採用した計画が提案されて
いる。特にエネルギー源は、ランニング
コスト、維持管理性を十分配慮した計画
が提案されている。

施 15

・ライフサイクルコストが低減される計
画について、具体的な提案がされている
か。

10

25
建築に関する性能

・施設配置を分棟配置するにあたって
は、適切な隣棟間隔を確保する計画が提
案されている。
・一般開放する施設を極力同じエリアに
集める事で、非開放施設との分離を図
り、学校施設としての管理体制及び利用
者の利便性に配慮した計画が提案されて
いる。
・屋外運動場は、本施設の南側等の日当
たりの良好な位置に計画が提案されてい
る。
・小学校施設内においては、児童、教職
員、開校時来客者、一般開放施設利用者
との動線を出来る限り分離し、管理体制
及び利便性に配慮する配置計画が提案さ
れている。
・児童館施設は、計画敷地北東に位置す
るコミュニティセンター、街区公園、保
育園（整備予定）等文教施設との連携を
考慮した配置計画とし、さらに、義務教
育施設としての機能とは明確に分離でき
るよう管理体制に配慮した計画が提案さ
れている。

施 16

・施設配置にあたっては、各施設の機能
及び施設相互の関連、及び利用者の動線
を十分考慮した配置計画が提案されてい
るか。

15

5

建設に
関する
性能 配置計画・

ゾーニング

内外装材料
建築設備

経済性

・ライフサイクルコスト低減のために耐
久性に考慮した、具体的な提案がされて
いるか。
・将来、各室の空間、用途を変更する場
合の対応について、優れた具体的な技術
提案がなされているか。

耐久性

フレキシビリ
ティ・更新性

経済性
に関す
る性能

施 13

14



基礎審査の確認事項の概要
（詳細は「業務要求水準書」参照のこと。）

内容審査による
加点項目の評価

評価分類 配点ＮＯ

施設計画

共通 ・利便性や快適性を考慮した室内外空間
の計画とする。
・諸室相互の位置関係及び諸室等の空間
構成について考慮した計画が提案されて
いる。
・各室は、その用途や備品・家具等の配
置を考慮し、使い勝手の良い形状が計画
された提案がされている。
・一部の諸室を除き、各階においてその
階の床仕上げ面の高さは同一とした計画
が提案されている。
・主要外部及び主要諸室内部の仕上げ、
施設整備備品等及び管理備品等について
は要求水準を満たした計画が提案されて
いる。

施 17

・快適な内部外部空間確保のため、建築
的に具体的な提案がされているか。
・施設利用者に配慮した各諸室の配置及
び他施設との関連性含め、具体的な提案
がされているか。
・学習意欲の向上に寄与する空間計画と
した具体的な提案がなされているか。
・仕上げ、施設整備備品等及び管理備品
等について優れた提案がされているか。

15

共通 ・上部構造、基礎構造とも要求水準を満
たした計画が提案されている。

施 18

・構造について、施設の使用目的を十分
に理解した上で適切な構造計画を具体的
に、バランスよく計画しているか。

5

共通 ・各設備については要求水準を満たした
計画が提案されている。

施 19

・快適な内部外部空間確保のため、電気
設備について、具体的な提案がされてい
るか。
・施設の使用目的を十分に理解した上で
適切な電気設備計画をバランスよく計画
しているか。

5

共通 ・各設備については要求水準を満たした
計画が提案されている。

施 20

・快適な内部外部空間確保のため、機械
設備について、具体的な提案がされてい
るか。
・施設の使用目的を十分に理解した上で
適切な機械設備計画をバランスよく計画
しているか。

5

共通
施 21

・適切な施工計画が提案されている。
5
50

共通 ・施設整備段階におけるモニタリング手
法についての考え方が記載されている。

施 22

・施設整備段階において、町との連絡協
議及び、自ら行う自己監視についての体
制・手法が具体的に提案されており、適
切で効果的なモニタリング手法となって
いるか。

5

5

150加点項目配点合計（施設整備）

構造に関す
る性能

電気設備に
関する性能

機械設備に
関する性能

施工計画に
関する性能

施設整備に関する
モニタリング

15



表２－３　維持管理に関する基礎審査及び内容審査

基礎審査の確認事項の概要
（詳細は「業務要求水準書」参照のこと。）

内容審査による
加点項目の評価

維持管理

維持管理業務

業務概要

業務計画の
基本的な考
え方

・要求水準を満たすための創意工夫を取
り入れた、維持管理業務の基本的な考え
方の提案がなされている。
・維持管理業務の業務従事者等の体制、
連絡窓口の設置、即応体制などが提案さ
れている。

維 1

・質の高い維持管理サービスを継続的に
提供し、より利用者の利便性を図るた
め、具体的にどのような仕組みを提案し
ているか。 5

コスト縮減
への対応

・コスト縮減に関する協力体制について
提案されている。

維 2

・施設、設備の長寿命化、維持管理費、
光熱水費等ライフサイクルコスト縮減を
図るため、具体的にどのような仕組みを
提案しているか。

5

維持管理業
務のモニタ
リング

・維持管理面でのモニタリング手法につ
いての考え方が記載されている。

維 3

・維持管理面での自ら行う自己監視を徹
底する体制、手法が具体的に提案されて
おり、事業の継続に向けてより適切で具
体的なモニタリング手法となっている
か。

10

維持管理業務

維持管理業
務内容

・各維持管理業務についての業務内容に
ついて提案されている。 維 4

・各維持管理業務について具体的な提案
がされているか。 10

修繕計画の
立案

・予防保全の考え方に基いた修繕計画に
関して提案されている。

維 5

・小学校施設及び児童館施設について、
事業期間中及び事業期間終了後、施設の
耐用期間を適切に設定した上で、その期
間における建物及び設備機器更新を含め
た効率的な修繕のあり方について提案し
ているか。

10

加点項目配点合計（維持管理） 40

評価分類 配点ＮＯ

40
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表２－４　運営に関する基礎審査及び内容審査

基礎審査の確認事項の概要
（詳細は「業務要求水準書」参照のこと。）

内容審査による
加点項目の評価

運営

プール夏期一般開放運営業務

業務概要

業務計画の
基本的な考
え方

・要求水準を満たすための創意工夫を取
り入れた、維持管理業務の基本的な考え
方の提案がなされている。
・運営方法、具体的な運営スタッフ（有
資格者）、プール監視体制、即応体制な
どが提案されている。

運 1

・質の高い運営業務を継続的に提供する
ため、具体的にどのような仕組みを提案
しているか。
・常時連絡可能な体制で、より利用者の
利便性を図るために具体的にどのような
体制を提案しているか。

3

運営業務の
モニタリン
グ

・プール夏期一般開放運営面でのモニタ
リング手法についての考え方が記載され
ている。

運 2

・プール夏期一般開放運営面での自ら行
う自己監視を徹底する体制、手法が具体
的に提案されており、事業の継続に向け
てより適切で具体的なモニタリング手法
となっているか。

3

運営計画

プール夏期
一般開放運
営業務

・運営計画内容、教育方針、人材確保の
方策、ローテーションなどが提案されて
いる。

運 3

・より利用者の利便性を図るために具体
的にどのような運営計画を提案している
か。

4

児童館運営業務

業務概要

業務計画の
基本的な考
え方

・要求水準を満たすための創意工夫を取
り入れた、質の高いサービスの提案がな
されている。
・運営方法、具体的な運営スタッフ（有
資格者）、即応体制などが提案されてい
る。

運 4

・質の高い運営業務を継続的に提供する
ため、具体的にどのような仕組みを提案
しているか。
・常時連絡可能な体制で、より利用者の
利便性を図るために具体的にどのような
実施体制を提案しているか。

10

運営業務の
モニタリン
グ

・児童館運営面でのモニタリング手法に
ついての考え方が記載されている。

運 5

・児童館運営面での自ら行う自己監視を
徹底する体制、手法が具体的に提案され
ており、事業の継続に向けてより適切で
具体的なモニタリング手法となっている
か。

5

運営計画

児童館運営
業務

・運営計画内容、教育方針、人材確保の
方策、ローテーションなどが提案されて
いる。

運 6

・より利用者の利便性を図るために具体
的にどのような運営計画を提案している
か。

10

独自事業提
案

運 7

・事業者独自の提案に基づき実施される
独自事業について考え方が記述され、よ
り利用者の利便性を図るために優れた具
体的な提案をしているか。

5

加点項目配点合計（運営） 40

30

評価分類 配点ＮＯ

10
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